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「三田学会雑誌」89巻 2 号 （1996年 7 月）

垂直統合企業と関税

石 川 城 太 * 

李 基 東

1 . は じ め に

この10年程，寡占産業のもとでの貿易政策に関する一連の研究は，いわゆる戦略的貿易政策と呼 

ばれる分野として発展してきた。この分野は国際貿易を分析するうえで新たなフレームワークを提 

供すると同時にこれまでの伝統的貿易論では導かれないような分析結果を提示している⑴。しかし， 

これらのほとんどの研究では最終財市場のみが分析対象となっている。今日の国際貿易の大きな部 

分を占めているのが中間財であることを考慮するならば，当然，戦略的貿易政策も中間財を組み入 

れた拡張が必要である。明らかに，最終財市場での均衡は中間財市場での競争条件に依存する。特 

に，中間財企業と最終財企業とがーつの企業によって統合されている場合には，統合企業は最終財 

市場でのライバル企業との競争条件をより有利なものにするために中間財の生産量または輸出量を 

戦略的に利用する誘因が働くと考えられる。

本稿では，外国の垂直統合企業が自国企業と自国の寡占市場で競争している場合に自国の関税が 

どのような影響を及ぼすかを分析する。中でも特に，関税の国内産業の保護効果に注目する。分析 

のフレームワークはIshikawa & Lee(1995)と同じである。自国の最終財市場，中間財市場，ともに 

ク ー ル ノ ー 競争を仮定する(2)。外国の垂直統合企業は，自国に最終財のみ，中間財のみ，あるいはそ 

の両方を輸出すると想定し，最終財に対する関税と中間財に対する関税を考える。Ishikawa-Lee論 

文においても本稿同様，外国の垂直統合企業に直面した場合の関税の分析がなされている。しかし， 

Ishikawa-Lee論文が線形の需要関数を仮定しているのに対し，本稿は一般的な需要関数を用い

*連絡先：東京都国立市中2 - 1 —橋大学経済学部石川城太；電話 0425-72-1101，Fax 0425-74-8626

( 1) 詳細につ い て は た とえばHeIpman&Grossman(1989)や Brander(1995)を参照のこと。

( 2 ) このモデルは産業組織論の文献ではよく用いられている。たとえばTirole(1988)第 4章を参照の 

こと。国際貿易理論の文献では，たとえばSpencer&Raubitschek (1996), Ishikawa (1995), Ishik- 

awa&Spencer (1996)がこのモデルを用いている。
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る(3>。したがって，本稿は新たな研究を提示するというよりもむしろIshikawa-Lee論文を補完する 

役割を持つ。

本稿に関連した研究としてSpencer & Jones (1991,1992)を挙げることができる。彼等の分析の目 

的は，自国及び外国の貿易政策が外国の垂直統合企業の自国への中間財の輸出(foreclosure) にどの 

ような影響を与えるかを調べることにある。特に，Spencer & Jones (1992)では自国政府の最終財に 

対する関税，及び中間財に対する輸入補助金の効果も分析されている。しかし，彼等のモデルは本 

稿のそれとは相違があり⑷，また，彼等の分析の焦点は外国の企業が垂直に統合されているケースと 

そうでないケースとの比較にある。

本稿の構成は以下のとおりである。第 2節でモデルを説明し，第 3 節ではモデルに基つ''いて関税 

の影響を分析する。そこでは外国垂直統合企業の輸出ハ。ターンにより3 つのレジームを考える。第 

1 レジームでは中間財のみが輸出され，第 2 レジームでは両財が輸出され，第 3 レジ一ムでは最終 

財のみが輸出される。第 4 節で結論をまとめる。

2 . モ デ ル

市場構造は図1 に示されている。垂直的生産工程において，川上では同質の中間財，川下では同 

質の最終財がつくられている。自国には最終財のみを生産する企業と中間財を自国の最終財企業に 

供給する企業が存在する。自国の最終財企業の数はm，自国の中間財のそれはn であるとする。自 

国の代表的最終財企業を企業D，自国の代表的中間財企業を企業d と呼ぶ。外国には垂直統合企業 

(企業f と呼ぶ)が 1つ存在し，自国に中間財のみ，最終財のみ，あるいはその両方を輸出する。輸出 

ハ。ターンは企業f の利潤最大化から決まる。最終財は自国のみで消費されており，自国政府は中間 

財，あるいは最終財に従量関税を賦課する。この場合，政府は全ての企業が行動を起こす前に関税 

の値を公表する。

モデルは2段階ゲームである。第 1段階では企業d と企業f が中間財に対する派生需要のもとで 

自国の中間財市場でクールノー競争を行う。第 2段階では中間財価格を所与として企業D と企業f 

が最終財市場でクールノー競争を行う。中間財の均衡価格は需要と供給が等しくなるように決まる。 

モデルの解として，まず最終財市場でのナッシュ均衡を求め，それを読みこんで中間財市場でのナ 

ッシュ均衡を求める。

( 3 ) Ishikawa & Lee (1995)の主な目的及び貢献は， 関税によって自国の最終財市場で外国企業の参 

入•退出がもたらされる場合に関税が従来と全く異なる影響を持ちうることを示すことにあった。ま 

た，Ishikawa & Lee (1995)は外国企業が華直統合されていないケースも扱っている。

(4) Spencer & Jones (1991, 1992)では，最終財市場ではクールノー競争が仮定されているが，中間 

財市場では外国企業のガリヴァー的寡占が仮定されている。
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図 1

 <  レ ジ ー ム 1
 < レ ジ ー ム 2
 <  レ ジ ー ム 3

簡単化のため，最終財1単位は中間財1単位と労働1単位から生産され，労働 1単位の賃金w は 

一定であるとする。以下においては，外国の変数及びパラメタ一を* で区別する。中間財生産のた 

めの限界費用は両国ともゼロとする(5)。したがって，企業d と企業D の利潤は各々

Kd — rx, ( 1 )

nD =  [p — {r -\- w)]y ( 2 )

となる。ここで，p, r, y , ぷは各々最終財の価格，中間財の価格，企業D による最終財の生産 

量，企業d による中間財の生産量である。企業 f の利潤は，

7rf =  [p — (T  + w*)]y* + (r — t)x* ( 3 )

となる。ここで/ 及び：T は各々中間財及び最終財に対する関税である。

最終財及び中間財の生産量の合計はF  ( 三 wシ+ y*)及びX  ( 三 nx + x*)である。最終財の逆需 

要関数は p (pr(Y) < 0 )によって与えられる。ここで需要関数の形状の指標として

e (三一均 "か'）を導入する。e は逆需要関数の傾きの弾力性であり，e く 0 の場合には凹，e 之0 の 

場合には凸の逆需要関数をあらわす。

( 5 ) この仮定は結果に影響を及ぼさないが， もしw = w* = 0 を仮定すると企業f が両財を同時に輸 

出することはないことを示せる。詳しくは， Ishikawa & Lee (1995)を参照のこと。
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3 . 関 税 の 効 果

本節では関税の影響を企業f が中間財のみを輸出する場合（レジーム1)，両財を輸出する場合（レ 

ジーム2 )，最終財のみを輸出する場合（レジーム3 ) に分けて考察する。レジームは企業f の利潤最 

大化から内生的に決まるが(6), 本稿ではレジームを所与として分析を行う⑺。以下の分析では利潤最 

大化の2 階の十分条件の成立と生産物の戦略的代替性を仮定する。また，均衡はユニークであると 

する。これらの条件のもとではクールノー均衡は安定的である(8>。

3 . 1 .レ ジ ー ム 1

まず，最終財市場におけるク一ルノ ッシュ均衡の条件を求める。r を所与として，企業D に

とっての利潤最大化の1 階条件は

^  p + pfy - (r + w) =  0 (4 )

となる。 2 階の十分条件は，2p，+ yv" < 0 である。また，戦略的代替性の条件はが+ yp" < 0 で 

ある。1階条件を解くことにより，均衡における生産量をr の関数として表わすことができる（如と 

如* は一定なので以下では変数から省くことにする）。すなわち，y =  y ( r ) である。（4 )式を全微分す 

ることにより，

y ： (m + 1)p' + p Y =  + l ^ e f  < 0 ( 5 )

を得る。中間財価格の上昇は最終財生産を減少させることが分かる。レジーム1 では Y =  my =  X  

であることに注意すると，（4 ) 式より中間財の派生需要は

r =  r (X )  = p (X ) + p '{ X )~  - w (6)

となる。ここで厂' = l / (mゲ）である。中間財市場における利潤最大イ匕の1 階条件は

= r + r fx =  0, ( 7 )

| ^ r = r  + r ^ - / = 0  (8)

(6 ) 詳しくはIshikawa & Lee (1995)を参照のこと。

( 7 ) 以下では数字の下付文字はレジームを示し， 変数の下付文字はその変数による偏微分を示すもの 

とする。

( 8 ) 詳しくはHahn (1962)を参照のこと。
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で与えられる。（7 )， ( 8 ) 式を全微分することにより，次式を得る。

( dx\ 1 / 2r' +  r"x* —  (r' +  r"x) \/0\ ,, / Q x

\dx*J yli \ —  n{r ' +  r"x*) (n +  1 ) r ’ + ，〃"ょ八1ノ

ここで，Ai =  r\{n + 7)r' + r"X\ =  { r j{ n  + 2 — 77) > 0，及び v =  - X r"  lr f である。したが 

って，関税が中間財生産に与える影響は次式のようになる。

dx ~{r'+ r"x) 、 n dr* (n + l)r ' + r"nx ^ n dX dY r，^ c\ 
dt — Al ^  U, dt ~ A1 く u, dt ~ dt ~ Ai U-

(10)

(1 0 )式の最後の式から関税の上昇が企業D の生産量を減らし，両財の価格を上げることも分か

る。

関税の企業利潤への影響は次のとおりである。各々の利潤関数を，で微分して1 階の条件を用い 

ることにより，次式を得る。

誓 = - ハ ( I - | ト 。， ⑶

dnD
~ w = —y _  p{ ~ W  -  U  =  _  y m +  l - e  I ， （12)

dnf =  _ x^ l _ r ，( dX _dx*\  =  2(1 + w)- ( 1 + 8)r] (⑶

ここで8 三 n x lX であ石。企業D と企業f の利潤への影響はパラメタ一の値，特に需要関数の形状 

に依存して決まることが分かる。

以上の分析からレジーム1 については次の命題が成り立つ。

命題1 レジーム1 における中間財に対する関税の上昇は次の効果をもつ。1 )企業 d の供給量を 

増やすが，企業D と企業f の供給量を減らす。2 ) 両財の価格を上昇させる。3 )企業d は利益を得 

るが消費者は損失を被る。e < 2 のときまたそのときに限って企業D は損失を被る。V く 2(X + n) 

ノ(1+幻のときまたそのときに限って，企業 f も損失を被る。

レジーム1 における中間財の関税上昇の効果は，最終財及び中間財の需要関数があまり凸でない限 

り直観的である⑼。関税が中間財の価格を押し上げ，企業d のみが他の経済主体の犠牲のもとに利益 

を得ることになる。

(9) e とヮの関係についてはSpencer & Raubitschek (1996)を参照のこと。
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3 .2. レ ジ ー ム 2 と レ ジ 一 ム 3

レ ジ ー ム 2 及び3 では，企業 f も最終財を輸出するので，最終財市場におけるク ー ル ノ ー  •ナッシ 

ュ均衡の条件はレ ジ ー ム 1 のそれとは異なる。r を所与として，企業D と企業f にとっての利潤最 

大化の1階条件は各々

dnD
oy

p + p'y — (r  + w) =  0， (14)

J p r  =  P +  p'y* -  (T  + ZI；*) =  0 (15)

となる。1階条件を解くことにより，均衡における生産量をr と T の関数として表わすことができ

る。

y =  y(r, T), (16)

y* =  y*(r, T) (17)

(1 4 )式 と （1 5 )式を全微分することにより，次式を導出できる。

( d y \ _ J ^ (  2p' + v"y* -  (pr +  p,ry) V 1
\dy*J Q V —  m{p' +  p"y*) {m 十 1)// +  p"my)\Q 1八ゴアノ 、 ノ

こ こ で =  //[(w十2)pr + p" =  (jd')2(w + 2 — e) > 0 である。したがつて，

dy 2p’ + p〃y* /  n dy* _ -  m { p f +  p"y* ) 、 n d Y  _  p’m  ^ n /10n
~ q ^ < 0 ， q  > 0 ， y ^ r < 0 ， (19)

_(が + , ダ）> 0 , (m + 1)ぐ p "， パ ， | ^  =  ^ < 0  (20)
dT 一 Q u, dT ~ Q 、ル dT

を得ることができる。ここで（2 0 )式は，所与のもとで得られていることに注意しよう。あとで明 

らかになるように，最終財への関税は中間財の価格に影響を及ぼす。

レジーム2 ではmy = X  =  nx +  x *が成立することに注意すると，中間財に対する派生需要は

r =  r{X\T)\ r' =  < 0 (21)

と定義できる。レジーム1 と比べると，最終財市場での競争条件が変化したので，中間財に対する 

派生需要も変わる。すなわち，（21 )式と（6 ) 式は全く異なる。中間財市場における企業d と企業 

f の利潤最大化の1階条件は各々

dna
dx

dnf

r + rfx =  0， (22)

0 + r + r'x* — Z ニ 0 (23)
dx*

で与えられる。0 三p'y* < 0 である。このタームは外国企業の垂直統合を反映している。すなわ
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ち，企業 f は中間財の輸出を増やすことにより，その価格を引き下げることになる。これが企業D O  

競争力を高め，企業 f の最終財輸出から得る利潤を減らすのである。

中間財市場の比較静学においては中間財に対する派生需要曲線のシフトを考慮しなければならな 

い。my = X なので, r を固定したもとでのX の変化は

二 ^ £ ， "义) 三び〉 0 (24)

となる。したがって，最終財に対する関税がゴT だけ上がった場合に派生需要曲線が《ゴア分右方へ 

シフトすることが分かる。後で分かるようにこのシフトが分析を複維にする。（2 2 )式 と （23) 式を 

全微分することにより，次式を導出できる。

I dx\ 2r' + r"x* + 4>x» - (r' + r"x) \l 0 a(r' + r'x) V dt
\dx*j A2 \ — [n{r' + r"x*) + <f>x] (n + 1)r' + r"nx) a{r' + r"x*) — <f>T/\dT ノ 

(25)

ここで，

4>x*

(26)

, - d(j) _  が[(2が 土 p"y*) 土 m{p' 土 p"y)]{p' 土 p"y* ) 、n (97)
和 = 1 ¥  一 (2 が+  p"デ) > U ’ U1}

パ2 三 (rQ2[(m + 2-e)(n + 2 -  - ml (28)

である。比較静学のためにバ2 > 0，すなわち（w + 2 —e)(w + 2 — w > 0 を仮定する。

この仮定のもとで関税変化の比較静学は

dx — (r ' + r"x) ^ n dx* (n +  l)rr +  r"nx ^  ̂d X  パ /ハ  ôn\
i  =  ^ a 2 > 0 - I  =  a 2 < 0 , H < 0 . (29)

dx _  (r’ + r"x){a{r' + 4>x*) + 4>A (o(x\
~ d T ~  A 2 ， （ ）

dx* —(r r + rr,x){a(j)x + n<pT) +  ar'{r' + r"x*) —  r'^T ^  n 〜 、
~W  ~~ A2 ’ 1 )

d X  — ar'\{n^\)r' r " X \ -  r'4>T 、n
d T  —  A 2 { }

となる。中間財に対する関税の上昇は中間財価格の上昇を通じて企業f の最終財の生産量を増加さ 

せるが，企業D の生産量及び最終財の総生産量を減少させる（（19)式と（29)式を参照のこと）。他方， 

最終財に対する関税上昇の影響はそれほど明白ではない。最終財に対する関税上昇は中間財の総供
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給量を増やすが，同時に派生需要曲線が右方にシフトするため，中間財価格は下落するとは限らな 

い。中間財価格は；̂  > ひのときのみ下がる。また，（30)式から最終財に対する関税上昇は必ずし 

も企業d の生産量を増やさないことが分かる。Ishikawa & Lee(1995)では，最終財の需要関数が 

線形であれば，中間財価格が下がること，企業d の生産量が減ることが示されている。これらは外 

国企業が垂直統合されているために起こる。最終財に閨税が賦課されることで企業f は最終財の輸 

出を減らし，その分中間財の輸出を増やすため，中間財市場での競争が激しくなるのである。中間 

財価格が下がる場合には，最終財に対する関税は企業f のコストを上昇させると同時に企業D のコ 

ストを下げるために関税の保護効果は一段と高まること，そのため企業D により多く生産する誘因 

が生じて最終財の総生産量が必ずしも減らないことに注意しよう。ズ = m y なので，企業D の生産 

量は増えるが，最終財の総供給量の変イ匕は一般的に不確定である。

次に関税の変化が利潤にどのような影響を及ぼすかを考察する。まず利潤関数をt で微分すると， 

企業d については（1 1 )式がなお成立する。他の企業については

^  = (が， + x* < 0 (34)

となる。ここでび= m y / Fである。ゴr/沿 > 0 なので，（33)式から企業D は e <  4/(1—び）ならば 

損失を被ることになる。最終財に対する関税の利潤への影響は一般的に不確定である。利潤関数を 

T で微分すると

~dT =  x {~dT — r，~ ^  ノ， (35)

~ d T = P ，y { ^ r ~ ^ r) ~ ^ r y  =  P'y  [( Y r -  yr) +  ( Fr -  yr) ^ r ]  -  ~ ^ r y ,

(36)

万 = ’ (’ w音 —1)+ ’ (备 - r ’务 ） （37)

となる。（36)式において（Yr— れ）とみ7ゴアの符号は一般的に不確定である。しかし，（20)式より 

(Y r- y j)  < 0 なので企業D の利潤はofr/ゴ：T が小さい限り増加する。需要関数が線形であれば，企 

業 D は利益を得るが，企業d は損失を被る(1())。

レジーム2 における関税の影響は次の命題にまとめられる。

( 1 0 )詳しくはIshikawa & Lee (1995)を参照のこと。（37)式の符号は需要関数が線形でも不確定であ

る。
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命題2 レジーム2 における中間財に対する関税の上昇は次の効果をもつ。1)企業d と企業 f の最 

終財の供給量を増やすが，企業D と企業f の中間財の供給量を減らす。2) 両財の価格を上昇させ 

る。3 ) 企業d は利益を得るが企業f と消費者は損失を被る。e < 4/(1—び）のときまたそのときに 

限って，企業D も損失を被る。

命題3 レジーム2 における最終財に対する関税の上昇は次の効果をもつ。1 ) 企業D と企業f の 

中間財の供給量を増やす。最終財の総供給量は減るとは限らない。2 ) 企業！）は dr/dTが小さい 

かぎり利益を得る。企業d が損失を被る可能性，及び企業f と消費者が利益を得る可能性がある。

レジーム2 における中間財に対する関税の効果はレジーム1 におけるそれとほとんど同じである。 

しかし，レジーム2 における最終財に対する関税の上昇は必ずしも直観的ではない。直観的には， 

最終財に対する関税は企業D の生産量を増やし，それが派生需要を増やすことによって，企業 f と 

消費者の犠牲のもとに企業D と企業d が利益を得ると考えられる。命題3 はこの直感に反するもの 

である。すでに述べたように，企業 f が垂直的に統合されていることが反直観的結論を得る背景にあ 

る。

レジーム2 とレジーム3 の相違は中間財市場の競争条件のみである。したがって，（23)式を除く 

(14 )式から（24 )式までの関係はレジーム3 でもそのまま成立する。中間財市場での1 階の条件式 

( 2 2 )より，レジーム3 での最終財に対する関税の生産量への効果は次のようになる。

dx =  a、r' +  r 'rx) 〉 q dX  =  mdy =  ndx く  ̂ (38)

X  = n x なので，中間財の総供給量も増える。しかし，この増加量は派生需要曲線の右方シフトよ 

りも小さく，中間財の価格は上昇する。これは関税の保護効果が減じられることを意味する。中間 

財の価格上昇及び関税のために最終財の価格も上がり，最終財の総供給量が減少するが，X  =  m y  

なので企業D の供給量は増加することが分かる。

企業d にとっては中間財の価格が上がると同時に供給量も上がるので，利潤が増加する。企業D 

に関してはなお（3 6 )式が成り立つ。レジーム3 ではdYldT  く 0 とdyldT > 0 が成立するので， 

drldTが小さいかぎり企業D の利潤も増加する。企業 f については次式が成り立つ。

レ ， ^ - 1 ) < 0  (39)

したがって，レジーム3 の関税の効果は次のようになる。

命題4 レジーム3 における最終財に対する関税の上昇は次の効果をもつ。 企業 d と企業D の 

供給量を増やすが，企業 f の供給量を減らす。2 ) 両財の価格を上昇させる。3 ) 企業d は利益を得
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るが企業f と消費者は損失を被る。企業！）は dr/d：T が小さいならば利益を得る。

レジーム3 における最終財の関税の効果は， d rldT が小さいかぎりにおいて， (企業D の保護効果 

以外は) レジーム2 におけるそれと対照的であると同時に直観的でもあるといえる。

4 . 結 論

以上，垂直的生産工程において外国企業が華直的に統合されていており，かつ中間財及び最終財 

市場が寡占のケースにおける関税の影響を考察してきた。垂直統合企業の輸出パターンは，中間財 

のみ，最終財のみ，その両方を輸出する3種類が考えられ，それぞれのケースを分析した。中間財 

のみを輸出するレジーム1 では関税が国内の中間財産業を保護する効果をもち，また最終財のみを 

輸出するレジーム3 でもある条件のもとで，両財の国内生産者を保護する効果をもつ。これらのレ 

ジームでは関税の影響は直観的といえる。両財を輸出するレジーム2 においては，中間財の関税は 

レジーム1 同様の効果をもつが，最終財の関税の効果は必ずしも直観的ではない。国内の最終財生 

産者はある条件のもとで利益を得るものの，国内の中間財生産者が損失を被る可能性，及び外国企 

業と国内の消費者が利益を得る可能性がある。この必ずしも直観的ではない結論は外国企業が垂直 

的に統合されていることから導かれるものである。というのも，レジ一ム2 においてのみ，垂直統 

合企業が両財の輸出を戦略的に操るという側面が現われるからである。

本稿ではそれぞれのレ ジ 一 ムを所与として分析を進めてきたが，実際には関税の変化はレ ジ ー ム 

のシ フ トをもたらしうる。レ ジ ー ムのシ フ トを考慮した総合的な考察はIshikawa & Lee (1995) に 

おいてなされている。また，本稿では関税の変化が自国の経済厚生に与える影響は考察されていな 

い。これは今後に残された課題である。

参 考 文 献

Brander, J. A., 1995, strategic trade policy, in G. Grossman & K. Rogoff eds., Handbook of Interna

tional Economics 3，(North-Holland, Amsterdam), 1395-1455.

Hahn, F. H_，1962, The stability of Cournot oligopoly solution, Review of Economic Studies 32, 329 

-331.

Helpman, E. & P. R. Krugman, 1989, Trade Policy and Market Structure (The MIT Press, Cambrid

ge).

Ishikawa, J., 1995, Expanding the purchase of a foreign intermediate good: An analysis of VIEs and 

content protection under oligopoly, mimeo.

Ishikawa, J. & K. Lee, 1995, Backfiring tariffs in vertically related markets, International Business, 

Trade and Finance Working Paper No. 95-021，Faculty of Commerce and Business Administration,

44 (184)



University of British Columbia (revised February 1996), forthcoming in Journal of International 

Economics.

Ishikawa, J. & B. J. Spencer, 1996, Rent-shifting export subsidies with an imported intermediate 

product, NBER Working Paper No. 5458.

Spencer, B. J. & R. W. Jones, 1991，Vertical foreclosure and international trade policy, Review of 

Economic Studies 58，153-170.

Spencer, B. J. & R. W. Jones, 1992，Trade and protection in vertically related markets, Journal of 

Internationa] Economics 32, 31-55.

Spencer, B. J. & R. R. Raubitschek, 1996, High-cost domestic joint ventures and interational competi

tion: Do domestic firms gain?, International Economic Review 37, 315-340.

Tirole，J.，1988, The Theory of Industrial Organization (The MIT Press, Cambridge).

(一橋大学経済学部助教授） 

(啓明大学通商学部）

45 ( 185)


